申請フォーム　記載項目

※本様式は、電子申請のご準備のために記載（入力）項目を参考にご案内するものです。
本様式では申請できませんので、ご注意ください。（申請時に添付の必要もありません。）
※申請は、2026年5月1日（金）に開始する電子申請システムから手続きを行ってください。
※法人番号検索サイト

１　申請者の概要
	法人名又は屋号
	
	法人番号
	

	法人名又は屋号(フリガナ)
	
	代表者職名
	

	代表者名
(姓・名)
	(姓)
	
	(名)
	

	代表者名(ﾌﾘｶﾞﾅ)
	
	代表者の生年月日
(西暦)
	

	代表者自宅住所
	

	本店所在地
	

	TEL（本社）
	

	補助事業の実施場所
☐  本社所在地と同一　　  ☐  本社所在地と異なる

	
	事業所名：

	
	本社所在地と異なる場合の実施場所：

	
	TEL（実施場所）：

	
	実施場所が2箇所以上ある場合（以下適宜行追加）

	
	事業所名：

	
	本社所在地と異なる場合の実施場所：

	
	TEL（実施場所）：

	担当者職名
	
	担当者名
	

	担当者TEL
	
	担当者ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	主たる業種
(大分類)
	
	主たる業種
(中分類)
	

	資本金（単位：円）
	　　　　　　　　　　　　　　円

	従業員数
	名
	(正社員[役員除く])
	名
	(ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ)
	名

	事前着手申請
	無　　・　　有
	※事前着手希望の場合は届出添付必要（PDF）



２　事業者概要（200字程度）
	




３　計画内容（400字以内）
	




・見積書記載の納品予定日：
　※2026.12.31までに納入・支払いが完了しない場合は補助対象外となります。

４　購入を予定する設備及び機械　　（複数種類ある場合は適宜行を追加してください）
	設備機械名
	購入単価
(税抜)
	購入
数量
	小計
（税抜）
	ｴﾈﾙｷﾞｰ効率
(%)※
	設置場所住所

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※設備比較証明書の計算式後の（％）を記載してください。
※添付画像は「自社の使用状況が分かる写真」にしてください。

５　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額
　（A）補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　円（税込）
　（B）補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜）
　（C）補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


　売却または下取りを予定する設備
	設備名
	廃棄等の種類※
	廃棄等の
実行予定日
	売却または下取り
予定額（税抜）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※廃棄等の種類は右記から選択（廃棄・引取り・売却・下取り）
※下取り額がある場合は必ず見積書に記載すること

６　申請サポート機関
　　□無　□有　
　　
	サポート機関
	担当者名
	サポート機関/担当者メールアドレス（任意）

	
	
	




７　自己申告・誓約事項
　□　当社はみなし大企業ではありません。
　□　本申請における補助対象経費の中に、本補助金以外の国、県、市町村等から交付される他の補助金に重複申請している（する見込みである）経費は含まれておりません。
　　※該当する場合は、具体的な補助金名を記載してください。
　　　　
　（応募）
☐　本申請に関する記載事項に虚偽ではありません。記載内容に不正、虚偽があった場合は補助金返還も含め全責任を負います。
（補助事業期限）
☐　如何なる理由があっても本事業の期限内に納品・支払ができなかった場合は補助対象外となることを確認し承諾します。
（エネルギー経費負担）
□　当社がエネルギー経費（電気代・燃料代等）を負担している設備の更新で間違いありません。
（居住エリア）
□　居住部分が明確に区分されていない事業所の設備又は居住エリア自体の設備ではありません。
（主たる事業）　※個人事業主のみ
□　今回申請する設備を使用する事業が主たる事業であることを宣誓します。

【添付書類】
	✓
	必要添付資料
	ﾌｧｲﾙ形式

	
	設備等に対応する見積書（その設備等の規格、性能、価格、納期等概要が記載されたもの）及び相見積書もしくは業者選定理由書
	PDF

	
	設備比較証明書（省エネルギー性能を証する書面）【参考様式】
　※設備1種類につき1枚必要
	PDF

	
	誓約書【法人用】又は【個人用】
	PDF

	
	直近１期分の決算書の写し
　（法人の場合）貸借対照表・損益計算書・販売費及び一般管理費内訳書・製造原価報告書又は完成工事原価報告書・株主資本等変動計算書・個別注記表
（個人事業主の場合）青色申告決算書（表紙兼損益計算書・月別売上・減価償却費・貸借対照表）
	PDF

	
	県税に未納がないことの証明ができる書類（各県民局又は地域事務所で発行する完納証明書）又は徴収の猶予を受けていることがわかる証明書の写し
	PDF

	
	更新（入替）前の設備の写真（使用状況の分かるもの）
　※設備が複数ある場合は、それぞれ必要
	PDF化又はExcel様式




